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平
成
27
年
度
は
、
合
併
特
例
期

間
の
最
終
年
度
と
な
る
中
、
こ
れ

か
ら
も
誇
り
を
持
っ
て
住
み
続
け

た
い
と
思
え
る
地
域
づ
く
り
を
進

め
る
た
め
、
必
要
な
社
会
基
盤
や

地
域
の
活
力
向
上
に
つ
な
が
る
施

設
等
の
整
備
、
地
域
活
性
化
、
市

民
の
暮
ら
し
に
直
結
す
る
福
祉
、

教
育
の
充
実
等
に
合
併
特
例
債
や

国
の
経
済
対
策
な
ど
を
活
用
し
、

一
層
積
極
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
高
齢
化
の
進
展
等
に

伴
う
社
会
保
障
経
費
の
増
加
や
過

去
に
整
備
し
た
社
会
基
盤
の
維
持

を
は
じ
め
、
今
後
、
更
に
拡
大
が

見
込
ま
れ
る
財
政
需
要
に
適
切
に

対
処
し
て
い
く
た
め
に
、
将
来
的

に
安
定
し
た
財
政
基
盤
の
確
立
に

向
け
て
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み

ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
27
年
度
の

決
算
は
一
定
の
剰
余
金
を
計
上
し
、

財
政
の
健
全
性
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
決
算
の
全
体
的
な
状

況
を
紹
介
し
ま
す
が
、
他
自
治
体

と
の
比
較
の
た
め
に
、
全
国
的
に

統
一
さ
れ
た
計
算
方
法
に
よ
る
普

通
会
計
の
数
値
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
27
年
度
の
決
算
額
は
、

歳
入
が
７
０
５
億
３
、
３
３
７
万

3
千
円
、
歳
出
が
６
５
８
億
３
、

１
４
１
万
1
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

対
前
年
度
で
、
歳
入
決
算
額
が
1

億
５
、
７
９
０
万
2
千
円
の
減
、

歳
出
決
算
額
が
7
億
６
、
５
１
６

万
円
の
減
と
な
り
、
合
併
以
降
最

大
規
模
の
26
年
度
決
算
と
比
較
し
、

そ
れ
ぞ
れ
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、
25
年
度
に
地
域
の
元

気
臨
時
交
付
金
を
積
み
立
て
た
公

共
施
設
整
備
基
金
の
取
崩
し
に
よ

っ
て
繰
入
金
が
増
加
し
た
一
方
で
、

普
通
建
設
事
業
費
の
大
幅
減
と
そ

れ
に
連
動
し
た
市
債
の
減
少
や
、

固
定
資
産
の
評
価
替
え
に
よ
る
地

方
税
の
減
少
な
ど
で
、
全
体
と
し

て
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
新
制
度
に
お
け
る
施
設
型
給
付

の
創
設
等
に
よ
っ
て
扶
助
費
が
増

加
し
た
一
方
で
、
消
防
無
線
デ
ジ

タ
ル
化
整
備
事
業
や
朝
日
中
学
校

改
築
事
業
の
本
体
工
事
の
終
了
に

伴
い
普
通
建
設
事
業
費
が
減
少
し

た
こ
と
や
、
近
年
実
施
し
て
い
る

繰
上
償
還
の
効
果
等
に
よ
っ
て
公

債
費
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
で
、

全
体
と
し
て
減
額
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

こ
れ
ら
歳
入
と
歳
出
の
単
純
な

差
引
き
（
形
式
収
支
）
は
、
47
億

１
９
６
万
2
千
円
の
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
28
年
度
へ

繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
た
め

の
財
源
（
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ

き
財
源
）
は
８
、
８
１
８
万
8
千

円
で
、
27
年
度
の
実
質
的
な
黒
字

（
実
質
収
支
）
は
46
億
１
、
３
７

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額

①

歳出決算額

②

形式収支

③＝①－②

翌年度へ

繰越すべき財源

④

実質収支

⑤＝③－④

単年度収支

⑥＝⑤－⑤´※

財政調整基金

積立金

⑦

繰上償還金

⑧

財政調整基金

取崩し額

⑨

実質単年度収支

⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨
平成27年度 705億3,337万3千円 658億3,141万1千円 47億  196万2千円 8,818万8千円 46億1,377万4千円 7億  722万3千円 2,452万3千円 9億4,110万3千円 － 16億7,284万9千円
平成26年度 706億9,127万5千円 665億9,657万1千円 40億9,470万4千円 1億8,815万3千円 39億  655万1千円 ▲3億7,157万3千円 6億2,238万4千円 7億7,194万8千円 － 10億2,275万9千円
増減 ▲1億5,790万2千円 ▲7億6,516万 円 6億  725万8千円 ▲9,996万5千円 7億  722万3千円 10億7,879万6千円 ▲5億9,786万1千円 1億6,915万5千円 － 6億5,009万9千円

※⑤´…前年度の実質収支。

　

平
成
27
年
度
は
、本
市
の
成
長
戦
略
で
あ
る
「
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
」

を
基
本
理
念
と
し
、
あ
わ
せ
て
人
口
減
少
に
対
処
す
る
た
め
の
施
策
を
盛

り
込
ん
だ
「
鶴
岡
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
を
策
定
し
、

社
会
基
盤
の
整
備
を
は
じ
め
、
少
子
化
対
策
、
若
年
層
の
雇
用
創
出
な
ど

の
諸
施
策
を
積
極
的
に
展
開
し
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で
、
将
来
の
市
政
運

営
を
見
据
え
て
財
政
構
造
の
健
全
化
に
も
取
り
組
ん
だ
結
果
、
普
通
会
計

の
実
質
収
支
で
46
億
１
、
３
７
７
万
4
千
円
の
黒
字
と
な
り
、
健
全
な
決

算
を
得
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

平
成
27
年
度
決
算
を
報
告
し
ま
す

市税
143億 364万3千円
（20.3％）

使用料及び手数料、
分担金及び負担金
22億7,205万5千円
（3.2％）

諸収入ほか
88億8,321万3千円
（12.6％）

地方譲与税、各種交付金
33億3,293万4千円（4.7％）

市債
58億6,410万円
（8.3％）

国・県支出金
127億3,940万6千円
（18.1％）

地方交付税
231億3,802万2千円
（32.8％）

自主財源
36.1％

依存財源
63.9％

普通会計歳入額　705億3,337万3千円
グラフ①
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７
万
４
千
円
で
す
。

　

な
お
、
26
年
度
の
実
質
収
支
額

が
39
億
６
５
５
万
1
千
円
で
あ
っ

た
こ
と
か
ら
、
27
年
度
の
実
質
収

支
額
と
26
年
度
の
実
質
収
支
額
の

差
引
き
（
単
年
度
収
支
）
は
、
7

億
７
２
２
万
3
千
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
に
、
実
質
的
な

黒
字
要
素
で
あ
る
財
政
調
整
基
金

の
積
立
金
と
繰
上
償
還
金
を
加
え

た
金
額
（
実
質
単
年
度
収
支
）
は

16
億
７
、
２
８
４
万
9
千
円
の
黒

字
と
な
り
、
前
年
度
に
引
き
続
き

財
政
の
健
全
性
が
維
持
さ
れ
た
決

算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
以
上
、
表
①
参
照
）

平
成
27
年
度
決
算 

３
つ
の
特
徴

　

平
成
27
年
度
の
決
算
の
中
で
特

徴
的
だ
っ
た
３
点
を
紹
介
し
ま
す
。

①
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
等
に

沿
っ
て
新
市
の
ま
ち
づ
く
り
事

業
を
進
め
ま
し
た

　

本
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
柱
で
あ

る
「
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
」
に

基
づ
き
、
市
民
・
地
域
・
行
政
の

総
合
力
を
発
揮
し
て
、
持
続
可
能

な
希
望
あ
ふ
れ
る
鶴
岡
市
の
未
来

を
創
造
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
諸

施
策
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

地
場
の
可
能
性
を
伸
ば
す
「
創

造
文
化
都
市
宣
言
」
で
は
、
ユ
ネ

ス
コ
創
造
都
市
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
加

盟
都
市
で
あ
る
こ
と
を
国
内
外
に

強
力
に
ア
ピ
ー
ル
す
る
た
め
、
ミ

ラ
ノ
国
際
博
覧
会
に
出
展
し
、
本

市
食
文
化
の
世
界
的
な
認
知
度
を

高
め
る
と
と
も
に
、
農
林
水
産
業

の
6
次
産
業
化
な
ど
農
商
工
観
及

び
産
学
官
の
連
携
強
化
を
支
援
し

ま
し
た
。
ま
た
、
鶴
岡
シ
ル
ク
関

維持補修費　施設や道路等の修繕費。除雪
　費も含まれる
依存財源　国や県から交付されたお金、借
　り入れたお金。地方交付税、国・県支出
　金、市債、交付金等⇔「自主財源」
貸付金　中小企業金融に対する貸付金の原
　資等
義務的経費　人件費、扶助費、公債費とい
　った、支出が義務付けられた経費
国・県支出金　特定の目的のために、国や
　県から交付されたお金
繰出金　介護保険の給付費など他会計に対
　して負担するお金
公債費　市の借金返済のためのお金
市債　投資的経費等に充てるために、国や
　金融機関から借りたお金
自主財源　自前の収入。市税、使用料手数
　料、分担金負担金、財産収入、寄附金、
　繰越金、諸収入等⇔「依存財源」
市税　市民税、固定資産税、軽自動車税、
　市たばこ税、入湯税、都市計画税等
地方交付税　所得税等の国が徴収した税金
　の中から、市の財政状況に応じて交付さ
　れたお金
地方譲与税　国が徴収した自動車重量税等
　から配分されたお金
使用料及び手数料　市の施設を使ったり、
　住民票の交付を受けたりした方から頂い
　たお金
人件費　市職員の給料、議員の報酬等
積立金　財政調整基金や減債基金のほか、
　特定目的の基金（地域振興基金等）とし
　て積み立てるお金
投資及び出資金　水道・下水道事業会計へ
　の出資金
投資的経費　道路や建物の建設など社会資
　本として将来に残るものに使われる性質
　のお金
扶助費　生活保護費や障害者等への援助費
　等福祉のためのお金
普通会計　全国の地方公共団体ごとの財政
　比較を行うため用いられる会計区分。鶴
　岡市では一般会計と休日夜間診療所や墓
　園事業等の特別会計を合わせている
物件費　委託料、使用料、光熱水費、消耗
　品費、臨時職員の賃金、備品購入費等
分担金及び負担金　特定の利益を受けた方
　から負担していただいたお金
補助費等　各種団体や病院・水道・下水道
　事業への補助金や負担金等

財政の用語解説（五十音順）

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額

①

歳出決算額

②

形式収支

③＝①－②

翌年度へ

繰越すべき財源

④

実質収支

⑤＝③－④

単年度収支

⑥＝⑤－⑤´※

財政調整基金

積立金

⑦

繰上償還金

⑧

財政調整基金

取崩し額

⑨

実質単年度収支

⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨
平成27年度 705億3,337万3千円 658億3,141万1千円 47億  196万2千円 8,818万8千円 46億1,377万4千円 7億  722万3千円 2,452万3千円 9億4,110万3千円 － 16億7,284万9千円
平成26年度 706億9,127万5千円 665億9,657万1千円 40億9,470万4千円 1億8,815万3千円 39億  655万1千円 ▲3億7,157万3千円 6億2,238万4千円 7億7,194万8千円 － 10億2,275万9千円
増減 ▲1億5,790万2千円 ▲7億6,516万 円 6億  725万8千円 ▲9,996万5千円 7億  722万3千円 10億7,879万6千円 ▲5億9,786万1千円 1億6,915万5千円 － 6億5,009万9千円

※⑤´…前年度の実質収支。

人件費
102億5,883万6千円
（15.6％）

扶助費
122億9,812万円
（18.7％）

公債費
89億8,002万9千円
（13.6％）普通建設事業費

67億3,199万3千円
（10.2％）

災害復旧事業費
6,188万3千円（0.1％）

物件費
80億2,800万9千円
（12.2％）

繰出金
53億3,953万6千円
（8.1％）

補助費等
72億1,135万6千円
（11.0％）

投資及び出資金、貸付金
35億3,151万8千円（5.4％）

維持補修費
14億6,797万5千円（2.2％）

積立金
19億2,215万6千円（2.9％）

普通会計歳出額　658億3,141万1千円
グラフ②

義務的経費
47.9％

投資的
経費
10.3％

その他の経費
41.8％
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連
産
業
の
自
立
的
発
展
を
目
指
す

シ
ル
ク
タ
ウ
ン
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
推
進
を
は
じ
め
、
若
者
の
雇
用

対
策
と
し
て
新
規
就
農
者
支
援
や

ワ
ー
ク
サ
ポ
ー
ト
ル
ー
ム
を
設
置

し
た
ほ
か
、
28
年
９
月
に
開
催
し

た
全
国
豊
か
な
海
づ
く
り
大
会
に

向
け
て
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、

プ
レ
イ
ベ
ン
ト
大
会
の
開
催
や
市

の
魚
を
制
定
し
ま
し
た
。
ま
た
、

文
化
活
動
の
拠
点
と
な
る
新
文
化

会
館
整
備
に
つ
い
て
は
着
実
に
工

事
を
進
め
る
と
と
も
に
、
閉
館
期

間
中
の
代
替
施
設
利
用
に
対
し
て

支
援
し
ま
し
た
。

　

人
と
人
の
繋つ
な

が
り
か
ら
交
流
人

口
を
拡
大
す
る
「
観
光
文
化
都
市

宣
言
」
で
は
、
山
形
デ
ス
テ
ィ
ネ

ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
成
果

を
つ
な
げ
る
ポ
ス
ト
Ｄ
Ｃ
に
取
り

組
み
、
国
内
外
か
ら
の
集
客
の
向

上
に
努
め
ま
し
た
。
加
茂
水
族
館

の
駐
車
場
等
交
通
対
策
を
は
じ
め
、

鶴
岡
市
観
光
連
盟
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
更
新
、
市
街
地
観
光
の
情
報

拠
点
と
な
る
鶴
岡
観
光
プ
ラ
ザ
を

整
備
し
ま
し
た
。
ま
た
、
国
外
か

ら
の
誘
客
を
図
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

の
取
り
組
み
を
強
化
す
る
た
め
、

外
国
語
の
観
光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や

映
像
等
に
よ
る
情
報
発
信
力
を
高

め
る
と
と
も
に
、
日
台
観
光
サ
ミ

ッ
ト
で
の
本
市
視
察
等
を
通
し
、

魅
力
発
信
や
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

を
行
い
ま
し
た
。
こ
の
ほ
か
、
地

域
間
交
流
を
支
え
る
高
速
交
通
基

盤
に
つ
い
て
は
、
日
本
海
沿
岸
東

北
自
動
車
道
の
県
境
区
間
の
整
備

促
進
、
庄
内
空
港
の
利
便
性
向
上
、

羽
越
本
線
の
高
速
化
や
安
定
輸
送

対
策
等
に
つ
い
て
運
動
を
展
開
し

ま
し
た
。

 

「
知
」
を
活い

か
す
「
学
術
文
化
都

市
宣
言
」
で
は
、
高
等
教
育
機
関

相
互
の
連
携
を
一
層
図
り
、
新
産

業
創
出
基
盤
事
業
を
通
し
て
、
地

元
企
業
と
の
共
同
研
究
先
導
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
展
開
や
人
材
育
成
を

進
め
バ
イ
オ
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成

に
努
め
ま
し
た
。
ま
た
、
先
端
研

究
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
に
地
域
内

外
の
企
業
の
集
積
や
ベ
ン
チ
ャ
ー

企
業
の
創
出
・
育
成
を
図
っ
た
ほ

か
、
多
く
の
市
民
の
協
力
の
下
、

慶
應
義
塾
大
学
先
端
生
命
科
学
研

究
所
と
地
域
の
医
療
機
関
が
共
同

で
「
鶴
岡
み
ら
い
健
康
調
査
」
を

行
い
、
最
先
端
の
技
術
を
市
民
の

健
康
づ
く
り
に
つ
な
げ
る
取
り
組

み
を
進
め
ま
し
た
。

　

暮
ら
す
環
境
を
整
え
る
「
安
心

文
化
都
市
宣
言
」
で
は
、
乳
幼
児

期
か
ら
高
齢
期
ま
で
各
年
代
に
お

け
る
健
康
診
査
の
充
実
を
図
り
、

特
に
、
が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

対
策
と
し
て
、
受
診
機
会
を
拡
充

し
、
精
密
検
査
の
受
診
勧
奨
強
化

に
取
り
組
み
ま
し
た
。
ま
た
、
災

普通会計における
歳入歳出額と
実質収支額の推移

グラフ③

普通会計の
性質別歳出額の推移

グラフ④

歳入 歳出 実質収支

歳入歳出額
（億円）

実質収支額
（億円）

600

650

700

750

0

20

60

40

平成23年度

46.1

705.3
682.9

706.9705.1
689.5

658.3

630.1 639.6
660.3 666.0

49.4

39.1
42.8

48.7

24年度 25年度 26年度 27年度平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

その他の経費投資的経費

扶助費公債費人件費

（億円）

400

500

600

700

0

100

200

300

256.6251.3243.0

104.781.884.6

104.6 107.2 109.6

85.288.983.7

104.2110.4114.1

261.2

92.4

118.0

91.0

103.4

275.0

67.9

123.0

89.8

102.6
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害
時
の
情
報
伝
達
手
段
を
整
備
す

る
た
め
、
防
災
行
政
無
線
の
デ
ジ

タ
ル
化
を
進
め
た
ほ
か
、
防
災
拠

点
の
強
化
対
策
と
し
て
、
5
つ
の

小
・
中
学
校
に
太
陽
光
発
電
設
備

や
蓄
電
池
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、

消
防
機
能
の
整
備
の
た
め
消
防
署

北
分
署
の
移
転
新
築
工
事
を
行
い

ま
し
た
。
学
校
関
連
で
は
、
老
朽

化
し
た
鶴
岡
第
三
中
学
校
の
改
築

に
向
け
た
調
査
と
設
計
を
行
っ
た

ほ
か
、
朝
日
中
学
校
の
グ
ラ
ウ
ン

ド
を
整
備
し
ま
し
た
。
ま
た
、
地

震
に
よ
る
天
井
落
下
の
危
険
性
を

除
く
た
め
、
5
つ
の
小
・
中
学
校

の
屋
内
運
動
場
の
天
井
材
撤
去
を

行
い
ま
し
た
。

　

自
然
と
共と
も

に
生
き
る
「
森
林
文

化
都
市
宣
言
」
で
は
、
自
然
学
習

交
流
館
「
ほ
と
り
あ
」
を
拠
点
と

し
た
自
然
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充

実
や
環
境
保
全
活
動
を
推
進
し
ま

し
た
。
ま
た
、
各
地
域
の
豊
か
な

自
然
を
生
か
し
た
森
の
散
歩
道
の

整
備
や
散
策
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
、

市
民
に
よ
る
森
づ
く
り
等
を
通
し

て
自
然
に
親
し
む
機
会
を
創
出
し

た
ほ
か
、
子
供
た
ち
に
身
近
な
自

然
を
体
験
し
て
も
ら
う
た
め
の
森

林
環
境
学
習
事
業
を
実
施
し
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
林
道
・
作
業
道
の

整
備
や
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
利
用
促
進
を
図
る
た
め
、
木
質

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
施
設
の
建
設
へ

支
援
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
ほ
か
、
各
地
域
の
特

性
を
生
か
し
た
地
域
活
性
化
事
業
、

地
域
間
連
携
事
業
を
進
め
る
と
と

も
に
、
中
山
間
地
域
や
過
疎
地
域

で
は
、
集
落
支
援
員
活
動
の
実
施

や
集
落
ビ
ジ
ョ
ン
活
動
へ
の
支
援

に
よ
る
振
興
に
努
め
、
ま
た
、
地

域
お
こ
し
協
力
隊
を
大
鳥
地
区
の

ほ
か
新
た
に
福
栄
地
区
に
も
配
置

し
、
地
域
力
の
維
持
・
向
上
に
努

め
ま
し
た
。
27
年
度
は
市
制
施
行

10
周
年
に
当
た
る
と
と
も
に
、
図

書
館
・
大
宝
館
開
館
１
０
０
周
年

の
節
目
の
年
と
も
重
な
っ
た
こ
と

か
ら
、
新
市
の
一
体
感
の
更
な
る

深
化
や
魅
力
発
信
を
図
る
た
め
、

各
種
記
念
事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。

ま
た
、
市
有
林
間
伐
材
を
活
用
し

た
羽
黒
庁
舎
改
築
の
た
め
の
建
設

工
事
に
着
手
し
、
丸
岡
城
跡
史
跡

公
園
施
設
に
つ
い
て
は
日
向
家
住

宅
の
復
元
工
事
を
実
施
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
市
民
・
地
域
・
行
政
の

協
力
、
協
調
に
よ
る
地
域
の
総
合

力
が
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
鶴
岡
パ

ー
ト
ナ
ー
ズ
推
進
事
業
、
車
座
ミ

ー
テ
ィ
ン
グ
、
い
き
い
き
ま
ち
づ

く
り
事
業
、
鶴
岡
ま
ち
づ
く
り
塾
、

男
女
共
同
参
画
の
推
進
等
を
継
続

し
、
市
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
活

動
を
支
援
し
ま
し
た
。
ふ
る
さ
と

寄
附
金
事
業
で
は
本
市
の
観
光
物

産
の
周
知
の
一
助
と
し
て
返
礼
制

度
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
ふ
る

さ
と
納
税
サ
イ
ト
を
活
用
す
る
な

ど
情
報
発
信
の
強
化
に
努
め
ま
し

た
。②

本
市
の
情
勢
を
踏
ま
え
た
課

題
へ
の
対
応
に
努
め
ま
し
た

　

喫
緊
の
最
重
要
課
題
で
あ
る
人

口
減
少
対
策
と
し
て
、「
総
合
的

な
少
子
化
対
策
の
推
進
」「
産
業

の
振
興
と
創
出
」「
移
住
定
住
の

促
進
」
に
関
連
す
る
事
業
を
重
点

的
に
展
開
し
ま
し
た
。

　

あ
わ
せ
て
、
国
の
重
要
政
策
で

あ
る
地
方
創
生
の
推
進
の
た
め
、

「
鶴
岡
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
総
合
戦
略
」
を
策
定
し
、
食

文
化
や
先
端
バ
イ
オ
な
ど
の
強
み

を
生
か
し
た
付
加
価
値
の
高
い
地

域
産
業
・
魅
力
あ
る
仕
事
づ
く
り

を
進
め
ま
し
た
。

 

「
総
合
的
な
少
子
化
対
策
の
推

進
」
に
つ
い
て
は
、
つ
る
お
か
婚

シ
ェ
ル
ジ
ュ
に
よ
る
結
婚
を
後
押

し
す
る
活
動
を
強
化
し
た
ほ
か
、

不
妊
治
療
の
費
用
助
成
を
拡
充
し

ま
し
た
。
ま
た
、
中
学
3
年
生
ま

で
の
医
療
費
無
料
化
や
、
第
3
子

以
降
の
保
育
料
無
料
化
な
ど
子
育

て
の
負
担
軽
減
の
取
り
組
み
を
継

続
す
る
と
と
も
に
、「
子
ど
も
・

子
育
て
新
制
度
」
の
施
行
に
合
わ

せ
、
就
学
前
の
子
供
や
放
課
後
児

童
の
多
様
な
受
け
入
れ
体
制
を
充

市債発行額の推移
グラフ⑤

市債発行額 臨時財政対策債を
除く発行額

60

80

100

0

20

40

（億円）

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

48.045.146.5
39.6

74.871.972.4
65.5

市債残高の推移 グラフ⑥

その他の市債
（建設事業・地域振興基金等）臨時財政対策債

残高
（億円）

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

300

400

500

0

100

200

700

600

234.7

536.2

226.3

550.6

215.7

561.6

210.8

520.5

合計
755.2

合計
762.5

合計
766.3

合計
772.4

34.1

58.6

247.4

484.0

合計
731.4



6

実
す
る
な
ど
、
子
育
て
環
境
の
整

備
を
行
い
ま
し
た
。

 

「
産
業
の
振
興
と
創
出
」
に
つ
い

て
は
、
若
手
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
誘

致
・
育
成
の
ほ
か
、
庄
内
地
域
産

業
振
興
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
新
規
創

業
者
の
創
出
と
事
業
者
の
経
営
力

強
化
に
向
け
た
取
り
組
み
へ
支
援

し
ま
し
た
。
ま
た
、
国
の
地
方
創

生
関
連
交
付
金
を
活
用
し
な
が
ら
、

ユ
ネ
ス
コ
食
文
化
創
造
都
市
の
高

度
ブ
ラ
ン
ド
化
を
加
速
す
る
た
め
、

海
外
向
け
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
新
設
に

よ
る
情
報
発
信
や
、
次
世
代
農
業

を
テ
ー
マ
と
し
た
国
際
カ
ン
フ
ァ

レ
ン
ス
を
開
催
し
た
ほ
か
、
中
山

間
集
落
の
雇
用
創
出
に
向
け
、
林

内
農
産
物
栽
培
と
再
造
林
に
よ
る

経
営
モ
デ
ル
の
構
築
等
へ
の
支
援

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

 

「
移
住
定
住
の
促
進
」
に
つ
い
て

は
、
移
住
希
望
者
の
総
合
的
な
相

談
窓
口
と
し
て
移
住
コ
ー
デ
ィ
ネ

ー
タ
ー
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、

空
き
家
取
得
、
新
築
・
リ
フ
ォ
ー

ム
に
関
す
る
支
援
や
、
Ｕ
Ｉ
タ
ー

ン
新
規
就
農
者
へ
の
家
賃
助
成
制

度
を
設
け
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
緊
急
経
済
対
策
と

し
て
、
市
内
で
使
用
で
き
る
プ
レ

ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
や
、
食
事
・

買
物
・
交
通
料
金
を
割
り
引
く
ふ

る
さ
と
旅
行
券
を
発
行
し
、
地
域

内
の
消
費
喚
起
を
図
り
ま
し
た
。

③
行
財
政
改
革
の
着
実
な
推
進

と
将
来
負
担
の
軽
減
に
努
め
ま

し
た

　

合
併
特
例
期
間
の
終
了
に
伴
い

28
年
度
か
ら
地
方
交
付
税
が
段
階

的
に
縮
減
さ
れ
る
中
、
今
後
の
財

政
構
造
の
変
化
を
見
据
え
て
、
安

定
し
た
行
財
政
基
盤
を
確
立
す
る

た
め
、
鶴
岡
市
行
財
政
改
革
大
綱

に
基
づ
き
、
引
き
続
き
全
庁
を
挙

げ
て
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み
ま

し
た
。
定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ

く
職
員
数
の
削
減
等
の
ほ
か
、
月

山
あ
さ
ひ
博
物
村
山
ぶ
ど
う
研
究

所
な
ど
の
公
共
施
設
の
民
間
譲

渡
・
貸
付
け
や
、
温
海
地
域
の
運

動
施
設
管
理
運
営
業
務
等
の
民
間

委
託
を
進
め
る
と
と
も
に
、羽
黒
・

朝
日
地
域
の
公
民
館
の
地
域
活
動

セ
ン
タ
ー
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
等
へ
の
移
行
、
西
郷
幼
稚
園

の
民
営
に
よ
る
認
定
こ
ど
も
園
化

な
ど
、
効
率
的
な
組
織
機
構
を
目

指
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
27
年
度
は
市
債
元
金
の

繰
上
償
還
（
返
済
）
を 

9
億
４
、

１
１
０
万
3
千
円
実
施
し
、
こ
れ

に
将
来
負
担
す
る
利
子
を
含
め
る

と
9
億
９
、
０
５
１
万
8
千
円
の

将
来
負
担
を
軽
減
し
ま
し
た
。
さ

ら
に
地
方
交
付
税
は
28
年
度
以
降
、

段
階
的
に
縮
減
さ
れ
ま
す
が
、
公

債
費
の
負
担
は
現
在
の
水
準
で
し

ば
ら
く
続
く
こ
と
か
ら
、
市
債
の

円
滑
な
償
還
の
た
め
7
億
２
、
５

５
５
万
9
千
円
を
減
債
基
金
へ
積

み
立
て
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
将
来
の
負
担
軽

減
を
図
る
た
め
の
取
り
組
み
を
進

め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
人
口

減
少
や
少
子
高
齢
化
、
施
設
の
老

朽
化
等
に
伴
い
、
財
政
を
め
ぐ
る

環
境
は
、
一
層
厳
し
さ
を
増
し
て

い
く
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。
今

後
も
引
き
続
き
健
全
な
財
政
運
営

を
維
持
す
る
た
め
、
効
率
的
な
行

政
シ
ス
テ
ム
の
構
築
や
事
務
事
業

の
見
直
し
を
図
る
行
財
政
改
革
を

着
実
に
推
進
し
、
必
要
な
政
策
的

経
費
が
十
分
に
確
保
で
き
る
よ
う

努
め
ま
す
。

決
算
Ｑ
＆
Ａ

歳
入
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
①
・
③
）

　
　
　

歳
入
総
額
は
７
０
５
億
３
、

　
　

３
３
７
万
３
千
円
で
、
対
前

年
度
で
１
億
５
、
７
９
０
万
２
千

円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
科
目
ご
と
に
見
る
と
、
ま

ず
自
主
財
源
の
う
ち
、
市
税
は
１

４
３
億
３
６
４
万
3
千
円
（
対
前

年
度
3
億
４
、
７
８
９
万
1
千
円
、

２
・
４
％
の
減
）
で
し
た
。
こ
れ

は
、
平
成
26
年
中
に
雇
用
情
勢
や

賃
金
水
準
が
改
善
基
調
に
あ
っ
た

こ
と
な
ど
を
反
映
し
、
個
人
市
民

税
が
２
、
０
２
３
万
8
千
円
、
法

人
市
民
税
が
４
、
４
４
４
万
4
千

円
と
そ
れ
ぞ
れ
増
と
な
っ
た
一
方

で
、
固
定
資
産
税
が
、
3
年
に
1

度
の
評
価
替
え
に
よ
る
地
価
の
下

落
や
、
大
手
事
業
所
の
買
収
に
伴

う
償
却
資
産
の
転
出
等
に
よ
っ
て

3
億
６
、
７
９
７
万
7
千
円
の
減

と
な
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

ま
た
、
寄
附
金
は
鶴
岡
ふ
る
さ
と

寄
附
金
の
増
に
よ
っ
て
５
億
９
、

５
７
７
万
円
（
同
１
億
９
、
２
４

２
万
７
千
円
、
47
・
７
％
の
増
）、

前
年
度
繰
越
金
は
40
億
９
、
４
７

０
万
4
千
円
（
同
3
億
８
、
２
９

３
万
2
千
円
、
８
・
６
％
の
減
）

で
し
た
。

　

次
に
依
存
財
源
の
う
ち
、
各
種

交
付
金
の
大
半
を
占
め
る
地
方
消

費
税
交
付
金
が
大
幅
増
の
24
億
８
、

３
４
１
万
6
千
円
（
同
9
億
６
、

０
８
５
万
9
千
円
、
63
・
１
％
の

増
）
と
な
っ
た
一
方
、
そ
の
反
動

で
地
方
交
付
税
が
減
少
し
２
３
１

億
３
、
８
０
２
万
2
千
円
（
同
3

億
３
、
４
５
５
万
6
千
円
、
１
・

４
％
の
減
）
と
な
り
ま
し
た
。
国

庫
支
出
金
は
73
億
４
、
４
９
１
万

6
千
円
（
同
1
億
２
、
４
６
４
万

円
、
１
・
７
％
の
減
）、
県
支
出

金
は
53
億
９
、
４
４
９
万
円
（
同

4
億
７
、
３
０
０
万
4
千
円
、
９
・

６
％
の
増
）
で
し
た
。
市
債
は
普

積立基金の状況（種類と年度末残高）　表②
平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末

財政調整基金 37億4,841万円 43億6,327万円 49億8,565万円 50億1,017万円

減債基金 12億3,607万円 20億4,279万円 27億1,655万円 34億4,210万円

そ
の
他
の
特
定
目
的
基
金

地域振興基金 40億　         円 40億　         円 40億　         円 40億　         円

公共施設整備基金 2億4,400万円 14億3,232万円 14億1,488万円 10億1,806万円

まちづくり基金 3億   624万円 3億   752万円 3億   945万円 3億1,139万円

社会福祉基金 1億8,195万円 1億8,294万円 1億8,357万円 1億8,146万円

その他 9億6,130万円 9億7,698万円 13億8,610万円 17億   149万円

小計 56億9,349万円 68億9,976万円 72億9,400万円 72億1,240万円

合　　計 106億7,797万円 133億   582万円 149億9,620万円 156億6,467万円

財政調整基金　地方公共団体における
　年度間の財源の不均衡を調整するた
　めの基金。経済不況等による大幅な
　税収減に見舞われたり、災害の発生
　等による思わぬ支出が増加したりし
　た場合等への備えとして積み立てて
　いるもの
減債基金　地方債の償還及びその信用
　維持のために設置する基金。公債費
　の増加が地方財政の弾力性を失わせ
　ることから、公債費の償還を計画的
　に行うために積み立てているもの
地域振興基金　合併市町村が地域住民
　の一体感醸成や地域振興を目的に設
　置する基金

Ｑ１Ａ１
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通
建
設
事
業
費
の
大
幅
減
と
連
動

し
て
減
少
し
、
58
億
６
、
４
１
０

万
円
（
同
16
億
１
、
７
６
０
万
円
、

21
・
６
％
の
減
）
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
、
後
年
度
に
有
利
な
交

付
税
措
置
を
受
け
る
こ
と
の
で
き

る
合
併
特
例
債
は
16
億
６
、
４
５

０
万
円
で
、
借
金
を
す
る
場
合
で

も
合
併
の
効
果
を
最
大
限
に
生
か

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
過
疎
債
・

辺
地
債
は
8
億
４
、
５
４
０
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
や
使
用
料
、
前
年
度
繰
越

金
等
、
市
が
自
主
的
に
調
達
で
き

る
自
主
財
源
は
２
５
４
億
５
、
８

９
１
万
1
千
円
と
、
対
前
年
度
で

4
億
３
、
８
５
０
万
9
千
円
の
増

と
な
り
、
自
主
財
源
比
率
は
35
・

４
％
か
ら
36
・
１
％
へ
と
上
昇
し

ま
し
た
。
一
方
で
、
歳
入
に
お
け

る
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
等

の
割
合
は
高
く
、
国
の
地
方
財
政

対
策
の
影
響
が
依
然
と
し
て
大
き

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

歳
出
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
②
・
③
・
④
）

　
　
　

歳
出
総
額
は
６
５
８
億
３
、

　
　

１
４
１
万
１
千
円
で
、
対
前

年
度
で
７
億
６
、
５
１
６
万
円
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
ず
義
務
的
経
費
か
ら
見
る
と
、

人
件
費
は
定
員
適
正
化
計
画
に
基

づ
く
職
員
数
の
削
減
等
に
よ
っ
て

１
０
２
億
５
、
８
８
３
万
6
千
円

（
対
前
年
度
７
、
７
５
７
万
2
千

円
、
０
・
８
％
の
減
）、
公
債
費

は
近
年
実
施
し
て
い
る
繰
上
償
還

の
効
果
な
ど
に
よ
っ
て
89
億
８
、

０
０
２
万
9
千
円
（
同
1
億
２
、

１
８
１
万
8
千
円
、
１
・
３
％
の

減
）
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、
扶

助
費
は
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新

制
度
に
お
け
る
施
設
型
給
付
の
創

設
な
ど
で
１
２
２
億
９
、
８
１
２

万
円
（
同
4
億
９
、
８
７
０
万
5

千
円
、
４
・
２
％
の
増
）
と
な
り
、

義
務
的
経
費
全
体
で
は
３
１
５
億

３
、
６
９
８
万
5
千
円
（
同
2
億

９
、
９
３
１
万
5
千
円
、
１
・
０

％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
は
、
防
災
行
政
無

線
整
備
事
業
や
羽
黒
庁
舎
改
築
事

業
な
ど
が
本
格
化
し
た
一
方
で
、

消
防
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
整
備
事
業

や
朝
日
中
学
校
改
築
事
業
の
本
体

工
事
が
終
了
し
た
こ
と
な
ど
に
よ

っ
て
、
大
幅
減
の
67
億
９
、
３
８

７
万
6
千
円
（
同
24
億
４
、
７
６

８
万
8
千
円
、
26
・
５
％
の
減
）

と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
経
費
は
、
物
件
費
が

80
億
２
、
８
０
０
万
9
千
円
（
同

1
億
１
、
７
９
８
万
4
千
円
、
１
・

５
％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度

対
応
に
伴
う
シ
ス
テ
ム
改
修
に
よ

る
委
託
料
の
増
や
ミ
ラ
ノ
国
際
博

覧
会
出
展
事
業
に
よ
る
旅
費
の
増

が
主
な
要
因
で
す
。

　

ま
た
、
27
年
度
に
下
水
道
事
業

が
地
方
公
営
企
業
法
を
全
部
適
用

し
た
こ
と
に
伴
い
公
営
企
業
会
計

へ
移
行
し
た
た
め
、
下
水
道
事
業

へ
の
支
出
科
目
が
変
更
し
ま
し
た
。

そ
の
た
め
、
繰
出
金
が
減
少
し
53

億
３
、
９
５
３
万
6
千
円
（
同
24

億
５
、
４
２
４
万
9
千
円
、
31
・

５
％
の
減
）
と
な
る
一
方
で
、
投

資
及
び
出
資
金
が
増
加
し
19
億
５
、

０
３
１
万
8
千
円
（
同
19
億
１
、

１
９
４
万
4
千
円
、
４
、
９
８
２
・

４
％
の
増
）
と
な
っ
た
ほ
か
、
多

面
的
機
能
支
払
活
動
支
援
事
業
の

間
接
補
助
事
業
へ
の
移
行
な
ど
も

あ
り
、
補
助
費
等
が
増
加
し
72
億

１
、
１
３
５
万
6
千
円
（
同
17
億

４
、
９
８
１
万
5
千
円
、
32
・
０

％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

借
金
（
市
債
）
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
⑤
・
⑥
）

　
　
　

市
の
借
金
（
市
債
）
の
残

　
　

高
は
７
３
１
億
４
、
２
０
５

万
6
千
円
で
、
対
前
年
度
で
23
億

７
、
３
１
０
万
9
千
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
将
来
の
財
政
負
担
軽

減
を
図
る
た
め
繰
上
償
還
を
実
施

し
た
こ
と
も
あ
り
、
元
金
償
還
額

が
82
億
３
、
７
２
０
万
9
千
円
と
、

借
入
額
の
58
億
６
、
４
１
０
万
円

平成27年度の主な事業
【総務費】　各種基金積立金…15億6,066万円、羽黒庁舎改築
事業…４億1,589万円、先端生命科学研究所支援事業…3億
5,018万円、ふるさと寄附金事業…１億8,480万円、国勢調査
…5,183万円、ミラノ国際博覧会出展事業…4,538万円、食文
化創造都市推進事業…3,353万円、次世代イノベーション都市
高度ブランド化推進事業…2,450万円、地域活性化・地域間
連携事業…1,795万円、森林文化都市構想推進事業…334万円、
婚活支援事業…305万円、鶴岡パートナーズ推進事業…112万
円
【民生費】　◆子育て支援、健全育成　保育委託事業…32億
1,471万円、子育て支援医療給付事業…4億4,530万円、市立
保育園管理運営事業…3億5,183万円　◆低所得者・障害者福
祉等　自立支援給付事業…25億5,896万円、各種扶助費（生活
保護費）…19億6,795万円、重度心身障害（児）者医療給付事業
…2億5,819万円
【衛生費】　◆健康づくり　予防接種事業…2億3,949万円、健
康診査事業…2億622万円、特定不妊治療費助成事業…1,236
万円、がん検診受診率向上対策事業…1,046万円　◆環境対策　
塵芥収集事業…3億3,996万円、燃やすごみ焼却処理事業…3
億3,199万円
【農林水産業費】　◆農業・農村整備　多面的機能支払活動支援
事業…8億9,461万円、農地集積推進事業…3億4,486万円、中
山間地域等直接支払交付金事業…2億4,775万円、経営体育
成支援事業…1億4,805万円、特産物生産推進支援事業…1億

4,180万円、環境保全型農業直接支援事業…1億83万円　◆
林業・水産業　木質バイオマス利用促進事業…1億1,180万円、
漁港施設整備改良事業…6,665万円、森林病害虫等防除事業…
1,616万円、元気な６次産業化応援プロジェクト事業（水産業）
…447万円
【商工費・労働費】　金融対策事業…14億7,425万円、加茂水
族館管理運営事業…2億8,973万円、企業立地促進事業…2億
4,137万円、プレミアム商品券発行事業…2億965万円、観光
一般事業…8,258万円、ふるさと旅行券発行事業…6,418万円、
地域内企業の高度化、企業活性化支援事業…3,177万円、観光
文化都市つるおか交流推進事業…2,124万円
【土木費】　◆道路・橋りょう　道路整備事業…6億5,135万円、
橋梁新設改良事業…6,006万円　◆除排雪　除雪対策事業…
9億6,202万円、除雪機械整備事業…9,012万円　◆都市計画　
藤島城址前等整備・歴史公園整備事業…3,185万円、タブの木
ポケットパーク（仮称）整備事業…1,166万円　◆建築　地域
住宅活性化事業…9,772万円、市営住宅新営改良事業…7,367
万円
【消防費】　防災行政無線整備事業…4億4,005万円、再生可能
エネルギー等導入推進基金事業…3億2,323万円、北分署（仮称）
庁舎移転新築事業…2億1,540万円、非常備消防維持管理事業
…2億521万円
【教育費】　◆教育体制と環境の整備　小・中学校通学対策事業
…3億8,509万円、朝日中学校改築事業…3億3,707万円、小・
中学校耐震補強事業…1億9,867万円、鶴岡第三中学校改築事
業…1億1,536万円　◆市民学習・スポーツ　文化会館整備事
業…16億1,083万円、体育施設総務管理事業…3億3,864万円

Ｑ３Ａ３

Ｑ２Ａ２
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を
上
回
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

な
お
、
こ
の
借
金
の
中
に
は
、

そ
の
全
額
が
交
付
税
措
置
さ
れ
る

臨
時
財
政
対
策
債
も
含
ま
れ
、
こ

の
臨
時
財
政
対
策
債
分
を
除
い
た

市
債
の
残
高
は
４
８
４
億
６
０
２

万
5
千
円
で
、
対
前
年
度
で
36
億

４
、
２
０
０
万
8
千
円
の
減
と
、

年
々
着
実
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
借
金
を
す
る
場
合
で
も
、

合
併
特
例
債
や
過
疎
債
、
辺
地
債

な
ど
の
交
付
税
措
置
の
有
利
な
起

債
を
最
大
限
活
用
し
、
将
来
負
担

の
軽
減
を
図
っ
て
い
ま
す
。

貯
金
（
積
立
基
金
）
の
状

況
は
？
（
表
②
）

　
　
　

積
立
基
金
の
総
額
は
１
５

　
　

６
億
６
、
４
６
７
万
2
千
円

で
、
対
前
年
度
で
6
億
６
、
８
４

７
万
7
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
公
共
施
設
整
備
基
金

を
12
億
７
４
５
万
4
千
円
取
り
崩

す
一
方
で
、
新
た
に
8
億
１
、
０

６
３
万
1
千
円
積
み
立
て
た
ほ
か
、

減
債
基
金
へ
7
億
２
、
５
５
５
万

9
千
円
、
加
茂
水
族
館
整
備
振
興

基
金
へ
2
億
８
、
７
６
１
万
１
千

円
積
み
立
て
た
こ
と
が
主
な
要
因

で
す
。
公
共
施
設
整
備
基
金
は
、

公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
財
源
と

し
て
、
減
債
基
金
は
市
債
償
還
の

財
源
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
積
立
て

を
行
っ
た
も
の
で
す
。
こ
う
し
た

基
金
へ
の
積
増
し
に
よ
っ
て
、
地

域
の
振
興
発
展
に
必
要
な
財
源
と

公
債
費
の
確
保
を
図
っ
て
い
き
ま

す
。　財

政
分
析
指
標

▼
経
常
収
支
比
率

　

経
常
収
支
比
率
と
は
、
地
方
公

共
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を

判
断
す
る
指
標
で
、
経
常
一
般
財

源
等
収
入
が
経
常
的
経
費
（
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等
）
に
ど

の
程
度
充
て
ら
れ
て
い
る
か
を
示

し
て
い
ま
す
。
そ
の
比
率
が
高
い

ほ
ど
財
政
構
造
の
硬
直
化
が
進
ん

で
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

　

本
市
の
経
常
収
支
比
率
は
89
・

７
％
で
、
対
前
年
度
で
０
・
６
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

繰
上
償
還
を
除
い
た
定
時
償
還
分

の
公
債
費
が
減
少
す
る
と
と
も
に
、

定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
職
員

数
の
削
減
等
に
よ
っ
て
人
件
費
が

減
少
し
た
こ
と
な
ど
が
主
な
要
因

で
す
。

▼
財
政
力
指
数

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示

す
指
数
で
、基
準
財
政
収
入
額（
普

財政健全化判断比率等の対象となる会計区分

Ｑ４Ａ４

区分 会　計　名　等 財政健全化判断比率 資金不足比率

一
般
会
計
等

（
普
通
会
計
）

一般会計 実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

普通会計に属す
る特別会計

休日夜間診療所特別会計

墓園事業特別会計

特
別
会
計
等

公営企業
会計

法※

適用

病院事業会計

資
金
不
足
比
率

水道事業会計

下水道事業会計

公共下水道事業

集落排水事業

浄化槽事業

上記以外の
特別会計

交通災害共済事業特別会計 資金不足比
率は公営企
業会計ごと
に算定

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療保険特別会計

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

公営企業
会計

法
非適用

庄内広域行政組合（青果市場事業特別会計）

　〃　（庄内食肉流通センター特別会計）

上記以外の
一部事務組合等

山形県消防補償等組合

山形県自治会館管理組合

山形県市町村職員退職手当組合

庄内広域行政組合（普通会計）

　〃　（庄内地方拠点都市地域事業特別会計）

山形県後期高齢者医療広域連合
地
方
公
社
・
第

三
セ
ク
タ
ー

損失補償または
債務保証を付し
ている法人等

鶴岡市開発公社

※法…地方公営企業法
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通
交
付
税
を
算
定
す
る
た
め
に
、

一
定
の
条
件
で
税
収
入
等
を
基
に

計
算
し
た
地
方
公
共
団
体
の
収
入

額
）
を
基
準
財
政
需
要
額
（
人
口

や
道
路
延
長
等
を
基
に
計
算
し
た
、

地
方
公
共
団
体
が
必
要
と
す
る
標

準
的
な
支
出
額
）
で
割
っ
て
得
た

数
値
の
過
去
3
か
年
分
の
平
均
値

で
す
。

　

こ
の
数
値
が
１
・
０
を
超
え
る

と
普
通
交
付
税
が
交
付
さ
れ
ま
せ

ん
。

　

27
年
度
の
数
値
は
０
・
４
１
７

で
、
対
前
年
度
で
０
・
０
０
１
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。

▼
財
政
健
全
化
判
断
比
率
等

 

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

各
自
治
体
は
財
政
健
全
性
に
関
す

る
比
率
（
財
政
健
全
化
判
断
比
率
、

公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
）
を

公
表
し
て
い
ま
す
。

　

各
比
率
が
基
準
を
超
え
た
場
合

に
は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定

等
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率
（
表
③
）

　

実
質
公
債
費
比
率
と
は
、
地
方

公
共
団
体
の
資
金
繰
り
の
危
険
度

を
示
す
指
標
で
す
。

　

公
債
費
の
ほ
か
に
公
営
企
業
債

に
対
す
る
繰
出
金
や
一
部
事
務
組

合
の
公
債
費
に
対
す
る
負
担
金
等

を
含
め
た
実
質
的
な
公
債
費
相
当

額
が
、
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る

割
合
を
指
し
ま
す
。

　

近
年
で
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま

す
が
、
27
年
度
は
８
・
５
％
で
、

前
年
度
と
同
じ
比
率
と
な
り
ま
し

た
。

○
将
来
負
担
比
率
（
表
③
）

　

将
来
負
担
比
率
と
は
、
将
来
の

財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
に
つ
い

て
の
指
標
で
す
。
実
質
公
債
費
比

率
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
公
債
費

等
に
加
え
、
第
三
セ
ク
タ
ー
の
負

債
の
う
ち
、
市
が
損
失
補
償
や
債

務
保
証
を
し
て
い
る
も
の
で
経
営

状
況
等
に
応
じ
て
見
込
ん
だ
負
債

額
を
合
算
し
た
将
来
負
担
額
が
、

標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を

指
し
ま
す
。

　

27
年
度
は
、
各
会
計
の
市
債
残

高
の
減
少
、
債
務
保
証
や
損
失
補

償
の
終
了
に
加
え
、
鶴
岡
市
行
財

政
改
革
大
綱
に
基
づ
く
定
員
管
理

適
正
化
を
図
っ
た
結
果
、
対
前
年

度
で
３
・
８
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
て

61
・
５
％
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
水
準
は
、
早
期
健
全
化
基

準
３
５
０
％
を
大
き
く
下
回
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
将
来
の
財
政
運

営
に
支
障
を
来
す
状
況
で
は
な
い

と
判
断
さ
れ
ま
す
。

今
後
の
課
題

▼
合
併
特
例
期
間
終
了
後
の
財
政

運
営
に
つ
い
て

　

平
成
17
年
の
合
併
以
降
、
新
市

の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
中
で
、

本
市
は
国
の
様
々
な
財
政
上
の
優

遇
措
置
を
受
け
て
き
ま
し
た
。

　

特
に
地
方
交
付
税
で
は
、
合
併

す
る
以
前
の
市
町
村
単
位
で
算
定

す
る
合
併
算
定
替
え
と
い
う
有
利

な
制
度
が
適
用
さ
れ
、
１
つ
の
自

治
体
と
し
て
本
来
算
定
さ
れ
る
金

額
よ
り
も
多
く
の
交
付
を
受
け
て

い
ま
す
。

　

こ
の
優
遇
措
置
を
受
け
る
こ
と

の
で
き
る
期
間（
合
併
特
例
期
間
）

は
合
併
後
10
年
と
さ
れ
、
本
市
の

場
合
は
27
年
度
ま
で
と
な
っ
て
い

ま
す
。
そ
の
後
28
年
度
か
ら
5
か

年
度
を
か
け
て
段
階
的
に
縮
減
さ

れ
、
33
年
度
に
は
こ
の
優
遇
措
置

が
な
く
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
合
併
新
市
づ
く
り
の
た

め
に
発
行
で
き
る
有
利
な
起
債
で

あ
る
合
併
特
例
債
は
、
発
行
可
能

期
間
が
5
年
間
延
長
さ
れ
て
32
年

度
ま
で
発
行
で
き
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
が
、
合
併
算
定
替
え
と
同

様
に
、
33
年
度
以
降
は
発
行
で
き

な
く
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
本
市
で
は
こ
れ
ら

の
優
遇
措
置
の
終
了
に
よ
る
減
収

を
考
慮
し
つ
つ
、
必
要
な
施
策
を

着
実
に
実
行
し
続
け
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
行
財
政
運
営
を
行
っ

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

歳
入
に
お
い
て
は
、
自
主
財
源

の
割
合
が
36
・
１
％
で
、
国
や
県

か
ら
の
交
付
金
や
補
助
金
、
市
債

等
、
依
存
財
源
に
頼
る
財
政
構
造

と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
安

定
的
な
収
入
と
な
る
自
主
財
源
の

確
保
に
向
け
て
、
税
源
の
か
ん
養
、

市
税
等
の
徴
収
率
の
向
上
、
受
益

者
負
担
の
適
正
化
な
ど
を
一
層
図

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

歳
出
に
お
い
て
は
、
義
務
的
経

費
の
割
合
が
47
・
９
％
、
経
常
収

支
比
率
が
89
・
７
％
と
な
っ
て
い

て
、
更
な
る
費
用
の
増
大
を
招
か

な
い
よ
う
、
職
員
定
数
の
適
正
化
、

事
務
事
業
の
更
な
る
見
直
し
と
効

率
化
、
経
常
経
費
の
一
層
の
節
減
、

適
正
な
優
先
度
に
基
づ
く
投
資
事

業
の
実
施
な
ど
に
努
め
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

今
後
も
、
行
財
政
改
革
に
積
極

的
に
取
り
組
み
、
よ
り
一
層
の
財

政
の
健
全
化
を
図
り
な
が
ら
、
鶴

岡
市
総
合
計
画
で
示
し
た
市
政
の

振
興
・
発
展
と
安
全
・
安
心
な
市

民
生
活
の
維
持
向
上
の
た
め
に
必

要
な
施
策
・
各
事
業
に
着
実
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

財政健全化判断比率等　表③ 単位：％

指標 指標の意味 鶴岡市の
数値

早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

財
政
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 普通会計における財政運営の
深刻度を示す指標

　 ‐※1
（‐）

11.47
（11.47） 20.00

連結実質赤字比率 地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標
　 ‐※2
（‐）

16.47
（16.47） 30.00

実質公債費比率 地方公共団体の資金繰りの危
険度を示す指標

8.5
（8.5） 25.0    35.0

将来負担比率 地方公共団体の将来の財政を
圧迫する可能性を示す指標

61.5
（65.3） 350.0

資金不足比率
（公営企業会計ごと）

公営企業ごとの経営状況の深
刻度を示す指標 　 ‐※3

経営健全化基準
20.00

（  ）内は26年度の数値
※１…本市の普通会計
　　　で実質赤字額は
　　　生じていない。
※２…本市の一般会計、
　　　特別会計等の全　
　　　体で実質赤字額
　　　は生じていない。
※３…本市の全ての公
　　　営企業会計で資
　　　金不足額は生じ
　　　ていない。
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特
別
会
計
の
決
算

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業

を
行
う
た
め
に
、
特
定
の
収
入
・

支
出
を
行
う
会
計
で
、
一
般
会
計

と
は
経
理
を
別
に
し
て
い
ま
す
。

行
う
事
業
は
営
利
目
的
で
は
な
く

公
益
的
な
も
の
で
あ
る
た
め
、
そ

の
会
計
だ
け
で
は
収
入
が
不
足
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
場
合
、

一
般
会
計
か
ら
の
繰
出
金
を
受
け

て
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
繰
出
額
の
う
ち

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
事
業

勘
定
）
で
、
低
所
得
の
被
保
険
者

数
に
応
じ
、
国
保
保
険
者
に
対
す

る
財
政
支
援
を
拡
充
し
た
た
め
、

対
前
年
度
で
1
億
４
、
９
５
７
万

9
千
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

地
方
公
共
団
体
が
経
営
す
る
地

方
公
営
企
業
に
つ
い
て
は
、
本
市

で
は
病
院
、
水
道
及
び
下
水
道
の

3
つ
の
企
業
会
計
を
設
け
て
い
ま

す
。

病
院
事
業
会
計

　

本
市
で
は
、
高
度
専
門
医
療
や

急
性
期
・
救
急
医
療
を
担
う
荘
内

病
院
と
、
回
復
期
・
慢
性
期
医
療

を
担
う
湯
田
川
温
泉
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
病
院
を
経
営
し
て
い
ま

す
。

　

病
院
事
業
の
会
計
は
、
診
療
等

医
療
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
こ
れ
に

付
随
す
る
病
院
運
営
に
つ
い
て
の

収
益
的
収
支
と
、
病
院
の
施
設
や

医
療
機
器
の
整
備
等
に
つ
い
て
の

資
本
的
収
支
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

収
益
的
収
支
で
は
外
来
収
益
の
減

少
等
に
よ
っ
て
5
億
７
、
４
２
２

万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。
し

か
し
、
収
益
的
支
出
に
は
減
価
償

却
費
（
11
億
８
、
１
６
０
万
円
）

等
の
現
金
支
出
を
伴
わ
な
い
費
用

が
含
ま
れ
、
実
質
的
な
資
金
不
足

は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

　

資
本
的
収
支
で
は
3
億
７
、
６

８
１
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た

が
、
こ
の
不
足
分
は
、
過
年
度
分

損※
１

益
勘
定
留
保
資
金
等
で
補
填
し

ま
し
た
。

　

病
院
経
営
を
取
り
巻
く
環
境
は
、

大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
医
師
確
保
に
向
け
た
取
り
組

み
を
強
化
し
、
収
支
状
況
の
分
析

や
種
々
の
収
支
改
善
に
も
取
り
組

ん
で
、
経
営
基
盤
の
安
定
化
を
推

進
し
ま
し
た
。
こ
れ
か
ら
も
、
庄

内
南
部
地
域
の
基
幹
病
院
と
し
て

地
域
の
医
療
機
関
と
の
連
携
を
強

化
し
、
高
度
・
良
質
な
医
療
と
サ

ー
ビ
ス
の
提
供
に
努
め
ま
す
。

水
道
事
業
会
計

　

水
道
事
業
は
主
に
水
道
料
金
に

会計名等 歳入決算額 歳出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

加茂財産区管理特別会計 1,383万円 1,383万円 － 財産区有林の保育造林の実施

交通災害共済事業特別会計 1,098万円 1,098万円 － 交通事故被害に遭った加入者への見舞金の支給

国民健康保険特別会計（事業勘定） 153億8,485万円 153億   223万円 8億5,323万円 国民健康保険の円滑な運営

国民健康保険特別会計（直診勘定） 5,142万円 5,075万円 1,648万円 上田沢・大網診療所の運営

後期高齢者医療保険特別会計 13億5,831万円 13億5,540万円 4億5,950万円 後期高齢者医療保険の円滑な運営

介護保険特別会計 153億7,766万円 151億1,227万円 20億3,451万円 介護保険の円滑な運営

休日夜間診療所特別会計 1億   181万円 6,274万円 － 休日夜間診療所・休日歯科診療所の運営

墓園事業特別会計 2,036万円 425万円 － 鶴岡墓園等の管理運営

企業会計
会計名等 収入決算額 支出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

病院事業
収益的収支 132億   662万円 137億8,084万円 7億5,983万円 病院事業の運営

資本的収支 27億6,303万円 31億1,824万円 6億9,684万円 病院施設の整備等

水道事業
収益的収支 36億7,594万円 34億1,614万円 1億2,237万円 水道事業の運営

資本的収支 7,223万円 8億3,383万円 3,368万円 水道施設の整備等

下水道事業
収益的収支 49億9,168万円 61億7,694万円 7億4,261万円 下水道事業の運営

資本的収支 40億6,050万円 51億7,040万円 27億8,569万円 下水道施設の整備等

平成27年度の特別会計の決算
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よ
っ
て
運
営
し
て
い
ま
す
。
そ
の

会
計
に
は
水
を
供
給
す
る
た
め
の

収
益
的
収
支
と
、
水
道
施
設
の
改

良
整
備
等
を
行
う
た
め
の
資
本
的

収
支
が
あ
り
ま
す
。

　

収
益
的
収
支
で
は
収
入
が
対
前

年
度
で
1
億
１
０
８
万
7
千
円
の

減
収
と
な
り
ま
し
た
が
、
経
費
削

減
等
に
よ
っ
て
2
億
５
、
９
８
０

万
3
千
円
の
純
利
益
を
計
上
し
ま

し
た
。

　

資
本
的
収
支
で
は
水
道
管
の
耐

震
化
工
事
や
借
入
金
返
済
等
の
支

出
に
よ
っ
て
7
億
６
、
１
５
９
万

9
千
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
が
、

こ
の
不
足
分
は
過
年
度
分
損
益
勘

定
留
保
資
金
等
で
補
填
し
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
を
取
り
巻
く
厳
し
い

状
況
に
対
応
し
健
全
な
経
営
を
維

持
す
る
た
め
、
本
市
で
は
鶴
岡
市

水
道
事
業
経
営
効
率
化
計
画
に
基

づ
く
窓
口
業
務
の
包
括
委
託
に
向

け
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
本
市
水
道
事
業
の
基
本

理
念
で
あ
る
「
命
に
か
か
わ
る
水

道
水　

ど
ん
な
時
で
も
『
安
全
・

安
心
・
安
定
』
を
届
け
ま
す
」
の

実
現
に
向
け
て
、
更
に
効
率
的
な

事
業
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
事
業
は
27
年
4
月
1
日

に
公
営
企
業
会
計
に
移
行
し
た
こ

と
か
ら
、
今
ま
で
以
上
に
経
営
状

況
を
明
確
に
表
し
、
よ
り
適
正
で

効
率
的
な
経
営
に
努
め
ま
す
。

　

法
適
用
初
年
度
の
27
年
度
は
収

益
的
収
支
で
は
11
億
８
、
５
２
６

万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
が
、

収
益
的
支
出
の
う
ち
36
億
８
、
９

２
２
万
円
が
減
価
償
却
費
な
の
で
、

実
際
の
現
金
収
支
で
資
金
不
足
は

生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

　

資
本
的
収
支
で
は
公
共
下
水
道

事
業
の
新
規
拡
張
、
農
業
集
落
排

水
事
業
の
羽
黒
中
央
地
区
へ
の
処

理
場
新
設
、
浄
化
槽
の
新
規
設
置

な
ど
建
設
改
良
工
事
費
で
11
億
２
、

６
０
４
万
円
（
繰
越
財
源
除
く
）

の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
の

不
足
分
は
当
年
度
分
損
益
勘
定
留

保
資
金
等
で
補
填
し
て
い
ま
す
。

　

下
水
道
事
業
は
施
設
規
模
が
大

き
く
維
持
管
理
に
も
経
費
が
か
か

る
た
め
、
今
後
は
農
業
集
落
排
水

事
業
処
理
施
設
の
統
廃
合
や
鶴
岡

浄
化
セ
ン
タ
ー
の
消
化
ガ
ス
売
却

な
ど
で
収
支
の
改
善
に
取
り
組
ん

で
い
き
ま
す
。

※
１　

損
益
勘
定
留
保
資
金

　
収
益
的
収
支
の
う
ち
現
金
の
支
出

を
必
要
と
し
な
い
費
用
の
こ
と
で
、

減
価
償
却
費
等
が
あ
り
、
費
用
化
し

て
資
本
的
収
支
の
資
金
不
足
に
充
当

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

※
２　

長
期
前
受
金
戻
入

　
補
助
金
等
を
固
定
資
産
償
却
に
合

わ
せ
て
収
益
化
し
た
も
の
。

平成27年度病院事業決算

給与費
64億6,426万円
（46.9％）

材料費
22億5,066万円
（16.3％）

減価償却費
11億8,160万円
（8.6％）

その他
38億8,432万円
（28.2％）

建設改良費
20億2,152万円
（64.8％）

企業債償還金
10億8,072万円
（34.7％）

長期貸付金1,600万円
（0.5％）

入院収益
86億5,848万円
（65.6％）

外来収益
25億9,010万円
（19.6％）

その他12億   601万円
（9.1％）

長期前受金戻入※２
7億5,203万円
（5.7％）

企業債
20億   500万円
（72.6％）

負担金
6億9,684万円
（25.2％）

補助金19万円
（0.0％）

固定資産売却代金
6,100万円（2.2％）

※企業債には前年度未払金充
当財源2,160万円を含む。

支出137億8,084万円収入132億 662万円 収入27億6,303万円 支出31億1,824万円

収益的収支 資本的収支

平成27年度水道事業決算

出資金
3,368万円
（46.6％）

補助金
1,303万円
（18.1％）

工事負担金
2,509万円
（34.7％）

その他43万円
（0.6％）

一般管理費
21億6,655万円
（63.4％）

減価償却費等
10億8,334万円
（31.7％）

　うち
人件費   2億4,067万円
受水費 14億5,170万円

支払利息
1億6,030万円
（4.7％）

その他595万円（0.2％） その他
7,236万円
（8.7％）

企業債償還金
5億   592万円
（60.7％）

工事費
2億5,555万円
（30.6％）

水道料金
30億9,384万円
（84.2％）

他会計負担金
1億7,709万円
（4.8％）

その他6,104万円（1.6％）長期前受金戻入
3億4,397万円（9.4％）

支出34億1,614万円収入36億7,594万円 収入7,223万円 支出8億3,383万円

収益的収支 資本的収支

平成27年度下水道事業決算

企業債
12億3,200万円
（30.3％）

出資金
18億6,131万円
（45.8％）

補助金
9億2,437万円
（22.8％）

工事負担金4,282万円
（1.1％）

　うち
人件費   2億1,313万円
流域負担金  6,767万円

一般管理費
11億5,998万円
（18.8％）

減価償却費等
36億8,922万円
（59.7％）

支払利息
9億6,470万円
（15.6％）

その他3億6,304万円
（5.9％）

下水道使用料
25億   520万円
（50.2％）

他会計負担金等
7億4,261万円（14.8％）

その他7,355万円
（1.5％）

長期前受金戻入
16億7,032万円
（33.5％）

その他2,704万円
（0.6％）

借入金
30億8,297万円
（59.6％）

工事費
20億6,039万円
（39.8％）

支出61億7,694万円収入49億9,168万円 収入40億6,050万円 支出51億7,040万円

収益的収支 資本的収支
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ミラノ国際博覧会出展事業
　食をテーマとするミラノ国際博覧会へ出展し、本市
の食文化を世界に発信するとともに、観光誘客の推進
や農林水産物、食関連産業の海外展開を促進しました。

鶴岡市歴史的風致維持向上計画事業（歴史まちづくりシンポジウム）【羽黒地域】
　日本遺産についての文化庁職員による講演や、群馬
県の日本遺産（かかあ天下－群馬の絹物語－）の事例
紹介を通し、歴史的風致や文化遺産を活用した住民主
体のまちづくりについて学びました。

観光一般事業（六十里越街道関連事業）【朝日地域】
　六十里越街道国道横断施設の完成による古道開通を
契機に、六十里越街道沿線の地域資源の発掘や、滞在
型観光への展開に向けた取り組みを一層進めたほか、
活動団体への支援を行いました。

丸岡城跡史跡公園管理事業（ガイダンス施設整備事業）【櫛引地域】
　丸岡城跡史跡公園内に、市指定有形文化財「日向家
住宅」（庄内藩政期の武家住宅）を活用したガイダン
ス施設を整備しました。

過疎対策推進事業【温海地域】
　福栄地区に「地域おこし協力隊」３人が着任し、赤
かぶなどの地域資源を活用した特産品開発や情報発信
等を通し、地域力の維持・向上に取り組みました。

地域活性化事業（田んぼの生き物調査）【藤島地域】
　藤島地域の小学５年生が、田んぼに生息するイトミ
ミズなどの生き物調査を行い、豊かな環境を再認識す
るとともに、人と環境にやさしい農業や農産物への理
解を深めました。

平成27年度
実施事業

　平成27年度に実施した事業の一部
を写真で紹介します。


